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職
場
・
地
域
の
活

動
に
自
信
を
持
ち
、

引
き
続
き
、
組
織

拡
大
に
全
力
を
あ

げ
よ
う
！

11
月
18
日
、
安
倍
首
相
は
衆

議
院
を
解
散
す
る
と
表
明
し
ま

し
た
。
何
故
こ
の
時
期
に
解
散

す
る
の
か
で
す
。
こ
の
解
散
は
、

国
民
に
背
を
向
け
暴
走
し
て
き

た
安
倍
政
権
が
、
国
民
の
世
論

と
運
動
に
追
い
込
ま
れ
の
解
散

に
ほ
か
な
り
ま
せ
ん
。

安
倍
首
相
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国

民
総
生
産
）
２
四
半
期
連
続
マ

イ
ナ
ス
と
い
う
事
態
を
受
け
て
、

消
費
増
税
10
％
の
先
送
り
を
表

明
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
自
ら

招
い
た
経
済
失
政
に
あ
る
こ
と

は
明
白
で
す
。
今
日
の
景
気
悪

化
は
、
円
安
に
よ
る
物
価
上
昇

に
加
え
て
、
４
月
に
強
行
実
施

し
た
８
％
消
費
税
増
税
に
あ
り

ま
す
。

ア
ベ
ノ
ミ
ッ
ク
ス
の
２
年
間

が
も
た
ら
し
た
も
の
は
、
格
差

の
拡
大
だ
け
で
し
た
。
一
部
の

大
資
産
家
と
大
企
業
だ
け
が
資

産
と
利
益
を
増
や
し
ま
し
た
。

そ
れ
と
は
対
照
的
に
、
多
く

の
国
民
は
物
価
上
昇
に
よ
る
生

活
苦
が
襲
い
か
か
っ
て
い
ま
す
。

労
働
者
の
実
質
賃
金
は
、
１
年

３
カ
月
連
続
で
マ
イ
ナ
ス
と
な

り
ま
し
た
。
「
景
気
回
復
の
実

感
が
な
い
」
と
８
割
以
上
の
人

が
感
じ
て
い
ま
す
。
中
小
企
業

は
「
円
安
倒
産
」
が
広
が
っ
て

い
ま
す
。
結
局
、
今
日
の
状
況

は
格
差
拡
大
と
景
気
悪
化
だ
け

だ
っ
た
と
言
う
こ
と
で
す
。

今
、
私
た
ち
国
民
が
望
ん
で

い
る
こ
と
は
、
憲
法
９
条
を
変

え
て
「
海
外
で
戦
争
す
る
国
」

づ
く
り
や
危
険
な
原
発
再
稼
働

で
も
あ
り
ま
す
せ
ん
。
そ
し
て

な
に
よ
り
も
国
内
に
あ
る
全
て

の
米
軍
基
地
の
撤
去
に
あ
り
ま

す
。
11
月
16
日
に
行
わ
れ
た
沖

縄
県
知
事
選
挙
は
、
沖
縄
県
民

の
意
志
を
踏
み
に
じ
り
、
新
基

地
を
強
権
で
ご
り
押
し
し
よ
う

と
進
め
る
安
倍
政
権
に
ス
ッ
ト

プ
を
か
け
た
選
挙
で
し
た
。
こ

の
よ
う
な
状
況
の
基
で
、
今
こ

そ
安
倍
政
権
の
暴
走
ス
ッ
ト
プ

を
か
け
政
治
を
変
え
る
チ
ャ
ン

ス
で
す
。

12
月
２
日
、
地
方
本
部
に
て
貨

物
政
策
学
習
会
が
行
わ
れ
、
全
国

貨
物
協
議
会
の
眞
田
敏
幸
議
長
を

招
き
、
貨
物
会
社
の
「
新
中
期
経

営
計
画
」
の
狙
い
と
問
題
点
に
つ

い
て
報
告
を
頂
き
ま
し
た
。

新
中
期
計
画
及
び
２
０
１
４
年

度
事
業
計
画
の
特
徴
と
問
題
点

と
し
て
、
①
「
経
営
自
立
計
画
の

策
定
」
、
事
業
計
画
の
必
達
で
鉄

道
事
業
部
門
の
黒
字
化
が
最
終
目

標
と
す
る
。
②
Ｏ
Ｒ
Ｓ
化
等
の
拡

大
に
よ
る
駅
の
廃
止
、
及
び
列
車

の
改
廃
に
よ
る
固
定
費
の
変
動
費

化
に
つ
い
て
。
ま
た
、
中
期
計
画

等
の
問
題
点
と
し
て
、
①
株
式
上

場
に
未
来
は
あ
る
の
か
、
一
定
の

支
援
と
引
き
換
え
に
「
人
減
ら
し

と
賃
金
抑
制
」
を
計
画
の
柱
と
し
、

大
企
業
・
財
界
の
期
待
に
応
え
る

主
要
線
区
の
確
保
と
必
要
な
輪
転

資
材
を
確
保
す
る
計
画
で
し
か
な

い
。
②
鉄
道
事
業
部
門
の
黒
字
化

に
は
３
カ
年
で
約
５
０
億
円
の
収

支
改
善
が
必
要
。
収
入
は
微
増
に

止
め
、
働
き
度
の
向
上
、
投
資
の

効
率
化
、
調
達
コ
ス
ト
の
削
減
な

ど
、
コ
ス
ト
削
減
が
計
画
の
中
心

で
あ
り
、
極
め
て
厳
し
い
数
値
目

標
に
な
っ
て
い
る
。
③
中
期
計
画

は
、
鉄
道
事
業
の
赤
字
を
関
連
事

業
で
補
て
ん
す
る
経
営
ス
キ
ー
ム

を
転
換
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
社

員
数
を
半
減
し
、
賃
金
・
手
当
は

Ｊ
Ｒ
各
社
最
低
の
中
で
、
こ
の
間

の
総
括
も
な
い
中
で
の
経
営
方
針

の
変
更
、
中
期
計
画
の
策
定
は
極

め
て
無
責
任
で
あ
る
と
指
摘
し
ま

し
た
。

２０１４年度「年末手当の闘いの整理」あたって

貨物会社は、２０１４年度年末手当回答を「基準内賃金

の１．３２ヶ月分、１２月５日支払い」の超低額回答を行

いました。席上本部は、「前年度の決算、今年度の収入動

向並びに中間決算、この間の交渉経過を踏まえれば、極め

て不満な回答である」として、①「鉄道事業部門の赤字の

解消」を最大の目標として社員の生活実態を全く無視した

ものでしかない。②経営の根幹にある問題を先送りし、そ

の場しのぎの経営を行ってきた経営陣の責任は重大である

と厳しく抗議しました。本部は、闘争指示を発し、全国か

ら貨物会社の超低額回答に対し抗議行動を展開。

中央執行委員会は、１１月２１日、１７時を以って「年

末手当の闘いの到達点と課題」を明らかにして上で、組合

員の生活等を考慮し一定の整理を図ることとした。

全国からの２０１４年年末手当における要求実現に向けた

奮闘に敬意を表しつつ、２０１４年度年末手当の妥結にあ

たっての本部見解とする。


